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 林産物【しいたけ、なめこ、しめじ】              
１ 現状と課題                         
○ 県産生しいたけの生産量は、原発事故以降、菌床栽培では大規模生産者を中心として年々増加し、震
災前を超え１３１％となっている。一方、原木栽培では生産回復が大きく遅れ震災前の１１％となってお
り、生しいたけ全体では震災前の１０６％にとどまっている。 

○ 県産なめこの生産量は、原発事故以降、大きく減少したものの、大規模生産者を中心に菌床栽培の生
産が徐々に回復してきたが、最近、横ばいの状態が続いており、県全体で震災前の７７％にとどまってい
る。 

○ 県産しいたけ、なめこの価格は、原発事故後、風評により大きく下落し、現在も全国平均を下回って推
移しており、価格向上に繋がるよう販売拡大に向けた対策が必要である。また、県産しいたけについて
は、年末に需要が集中することから、年間を通した需要の創出が必要である。 

○ 本格的な栽培や販売が始まっている本県オリジナル品種のほんしめじ（愛称：ふくふくしめじ）は、収穫
時期が極めて限定的で生産数量が少ないことから、認知の向上や希少性等への理解を促進しながら拡
大する必要がある。 

○ 菌床しいたけなどＧＡＰ認証農産物は、一部の量販店での取扱やコンビニエンスストアでの商品利用等
にとどまっているため、優先的な取引など有利販売に繋がるよう、更なる理解促進と取扱拡大に向けた
取組を図っていく必要がある。 

○ 資材代や電気代など生産コストの高騰を販売価格に十分に転嫁できていないため、生産者の経営は
厳しい状況となっており、流通事業者との新たな商談の機会等を通じて取引条件の改善等を図っていく
必要がある。 

○ 国が実施している「福島県産農産物等流通実態調査」によると、消費者は福島県県産品に対する購入
姿勢を比較的前向きに評価している一方で、小売・外食業者は消費者の購入姿勢を概ね中立的と評価
しており、認識に齟齬があることが示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：福島県特用林産関係統計書） 

（出典：東京都中央卸売市場市場統計情報） 

H22 H23 R5 R6 R6/H22

全体 3664.8t 1894.4t 3482.0t 3870.9t 106%

原木栽培 775.1t 361.0t 80.0t 81.4t 11%

菌床栽培 2889.7t 1533.4t 3402.0t 3789.5t 131%

H22 H23 R5 R6 R6/H22

全体 2195.4t 1342.7t 1682.7t 1696.7t 77%

原木栽培 41.0t 14.9t 2.9t 2.5t 6%

菌床栽培 2154.4t 1327.8t 1679.8t 1694.2t 79%
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２ 具体的な販売対策                     
【相乗的な取組による認知向上や販売拡大の推進】 

○ 福島県産フェアなどにおいて肉や野菜など他農林水産物と一体的に販売することで、相乗的な取組に
よる認知や年間と通した需要創出などにより、県産きのこの販売拡大を推進する。 

○ 量販店等バイヤーなど流通業者を産地に招聘し生産状況等を説明するとともに、商談会の開催や生産
者とのマッチングを支援し、県内外の量販店や飲食店等での県産きのこの取扱拡大や生産状況に対す
る理解促進を図る。 

○ 全国の消費者が、県産きのこやその加工品の「おいしさ」や「品質の高さ」などの魅力に直接触れる機
会を創出するため、県内事業者のオンラインストアへの出店等を支援し、オンラインストアを活用した販
売促進を図る。 

【様々な実需者との連携や県産きのこの特徴を活かした消費拡大、効果的な情報の発信】 

○ 県産きのこについては、食品メーカーやコンビニエンスストア、飲食店など実需者等と連携した加工食
品や料理レシピの開発を推進するとともに、シズル感のある新たな PR 資材を作成するなど消費者や流
通事業者への認知向上や消費拡大を図る。 

〇 菌床しいたけ等での認証ＧＡＰの取得を推進するとともに、首都圏や県内の量販店、コンビニエンススト
ア、飲食店等におけるＧＡＰ認証農産物の認知度向上や取扱拡大に向けた取組を強化する。 

○ なめこについては、県産オリジナル品種の活用や福島県で初めて菌床栽培が行われたと言われている
背景など、福島ならではの特徴を PRすることで更なる販売拡大を推進する。 

〇 ふくふくしめじについては、首都圏百貨店等における県産フェアや県内直売所等における販売会等にお
いて、商品説明や料理レシピの紹介など行うことで、認知向上や希少性への理解促進を図る。 

〇 県産きのこの認知の向上に向けて、観光誘客イベントであるふくしまデスティネーションキャンペーンな
どイベントと連携した取扱拡大に向けた取組や PR を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本橋ふくしま館における県産きのこフェア ふくふくしめじ 


